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平成18年
８月から 所得区分の判定基準が変わります！ 

老年者に係る住民税非課税措置の廃止に伴う経過措置 

判定は毎年行われます！

　老年者に係る住民税非課税措置の廃止に伴い、世帯は住民税課税世帯となるが、一部が住民税非課税に

なる場合、住民税非課税者については、「自己負担限度額」および「入院時食事代の標準負担額」は「低

所得Ⅱ」※ を適用します。※老齢福祉年金受給者は「低所得Ⅰ」を適用します。 

●対象となる人 
　住民税課税者が合計所得金額125万円以下の平成17年1月1日現在65歳以上の人だけの世帯の住

民税非課税者 

所得区分に応じて自己負担割合などが異なりますが、その所得区分を判定する基準が変わります。 

※低所得Ⅰ・Ⅱに該当する人は、入院の際に「限度額適用 ･標準負担額減額認定証」が必要となります。 
　役場担当窓口に申請してください。 

国民健康保険関係／本庁　税務保険課　☎77－3615　由岐支所　総 務 室　☎78－2211 

老 人 保 健 関 係／本庁　住民福祉課　☎77－3614　由岐支所　住民福祉室　☎78－2212

判　定　基　準 
 
一定以上所得者、低所得Ⅰ・Ⅱのいず
れにもあてはまらない人です。 
 
70歳以上の人および老人保健で医療を
受ける人のうち、1人でも一定の所得（課
税所得が145万円）以上の人が同一世
帯にいる人にあたります。 
 
ただし、70歳以上の人および老人保健
で医療を受ける人の収入の合計が、下
記の場合、申請により、「一般」の区分
と同様になります。 
 
 
 
 
同一世帯の全員が住民税非課税の人（低
所得Ⅰ以外の人）にあたります。 
 
同一世帯の全員が住民税非課税で、そ
の世帯の判定対象者の各所得が必要経費･
控除※を差し引いたときに0円となる人
にあたります。 
 
※年金の所得は控除額を65万円として
計算します。 
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1 人 世 帯  
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484万円未満 
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平成18年7月31日まで 
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判　定　基　準 
 
一定以上所得者、低所得Ⅰ・Ⅱのいず
れにもあてはまらない人です。 
 
70歳以上の人および老人保健で医療を
受ける人のうち、１人でも一定の所得（課
税所得が145万円）以上の人が同一世
帯にいる人にあたります。 
 
ただし、70歳以上の人および老人保健
で医療を受ける人の収入の合計が、下
記の場合、申請により、「一般」の区分
と同様になります 
 
 
 
 
同一世帯の全員が住民税非課税の人（低
所得Ⅰ以外の人）にあたります。 
 
同一世帯の全員が住民税非課税で、そ
の世帯の判定対象者の各所得が必要経費･
控除※を差し引いたときに0円となる人
にあたります。 
 
※年金の所得は控除額を 
80万円として計算します。 
 

所得は毎年変わるため、所得区分の判定は毎年行われます。前年の

課税所得により判定され、8月から新しい所得区分が適用されます。 ！ 

問い合わせ先 

1 人 世 帯  

2人以上世帯 

383万円未満 

520万円未満 


